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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第80期

第２四半期累計期間 
第81期

第２四半期累計期間 
第80期

会計期間 
自平成24年４月１日
至平成24年９月30日 

自平成25年４月１日
至平成25年９月30日 

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日 

売上高（百万円）  14,943  13,096  29,880

経常利益（百万円）  239  49  205

四半期（当期）純利益（百万円）  205  1  143

持分法を適用した場合の投資利益

（百万円） 
 －  －  －

資本金（百万円）  1,640  1,640  1,640

発行済株式総数（千株）  32,800  32,800  32,800

純資産額（百万円）  3,457  3,411  3,403

総資産額（百万円）  16,975  18,226  18,222

１株当たり四半期（当期）純利益

（円） 
 6.26  0.05  4.37

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  －

自己資本比率（％）  20.4  18.7  18.7

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △333  246  1,290

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 16  △17  0

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △874  290  △1,089

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 3,228  5,141  4,621
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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

       

 当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

回次 
第80期

第２四半期会計期間 
第81期

第２四半期会計期間 

会計期間 
自平成24年７月１日
至平成24年９月30日 

自平成25年７月１日
至平成25年９月30日 

１株当たり四半期純利益（円）  10.36  1.01

２【事業の内容】
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 当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更はありません。 

   

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

(1）業績の状況 

 当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の積極的な経済対策や日銀による金融政策の期待により、円高

の是正と株式市況の回復が見られたものの、海外景気の下振れ懸念は解消されず、景気の先行きに不透明さが見られ

る状況であります。 

 建設業界におきましては、震災復興事業や災害復旧事業に下支えされた公共建設投資や、消費増税前の民間設備投

資等が堅調に推移しましたが、慢性的な労働者不足に起因する労務費の高騰や、物価上昇による資材価格の高止まり

等の影響により、工事採算悪化の不安は拭えないまま、依然として厳しい経営環境の状況で推移しました。  

 このような状況下、当社では「①事業量を確実に確保する」、「②原価圧縮を推進し、収益性・価格競争力を向上

する」、「③首都圏の事業地盤を再構築する」、これら３つの戦略を基本方針として、新規顧客の開拓、チェック機

能の強化によるコスト競争力などの戦略を継続的に推し進めて参りました。  

 その結果、当第２四半期累計期間における工事受注高は15,182百万円（前年同四半期比52.2％増）となり、売上高

13,096百万円（前年同四半期比12.4％減）、営業利益89百万円（前年同四半期比68.2％減）、経常利益49百万円（前

年同四半期比79.5％減）、四半期純利益１百万円（前年同四半期比99.3％減）となりました。 

  

 セグメントの業績は、次のとおりであります。  

（建設事業） 建設事業におきましては、受注高15,182百万円（前年同四半期比52.2％増）、売上高12,742百万円 

（前年同四半期比12.6％減）、セグメント利益434百万円（前年同四半期比21.5％減）となりまし

た。 

（不動産事業）不動産事業におきましては、売上高18百万円（前年同四半期比1.0％増）、セグメント損失22百万 

円（前年同四半期は５百万円のセグメント損失）となりました。 

（砕石事業） 砕石事業におきましては、売上高335百万円（前年同四半期比1.4％減）、セグメント利益23百万円

（前年同四半期比6.1％増）となりました。 

  

 当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末比３百万円増加の18,226百万円となりました。この主な要因

は、工事代金の回収が進捗したことにより売上債権が減少したものの、現金預金が増加したことによるものでありま

す。 

当第２四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末比４百万円減少の14,814百万円となりました。この主な要

因は、仕入債務が増加したものの、未成工事受入金が減少したことによるものであります。 

 当第２四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末比８百万円増加の3,411百万円となりました。この主な要

因は、その他有価証券評価差額金の増加によるものであります。この結果、自己資本比率は18.7％（前事業年度末は

18.7％）となりました。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末比519百万円増加

の5,141百万円となりました。 

 当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の増加は246百万円（前年同四半期は資金の減少333百万円）となりました。これは主に売上債

権の減少による資金の増加によるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動による資金の減少は17百万円（前年同四半期は資金の増加16百万円）となりました。これは主に有形固定

資産の取得による支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動による資金の資金の増加は290百万円（前年同四半期は資金の減少874百万円）となりました。これは主に

セール・アンド・リースバックによる収入によるものであります。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 該当事項はありません。  
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  120,000,000

計  120,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成25年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成25年11月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  32,800,000  32,800,000
㈱東京証券取引所 

（市場第二部） 

単元株式数 

1,000株 

計  32,800,000  32,800,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

 平成 年７月１日～ 

 平成 年９月30日 

25

25
 －  32,800,000  －  1,640  －  －
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①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が1,000株（議決

権の数１個）含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。  

（６）【大株主の状況】

  平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱長谷工コーポレーション 東京都港区芝２丁目32番１号  9,575  29.19

阪急電鉄㈱ 大阪府池田市栄町１番１号  2,960  9.02

㈲フォーレ 大阪市中央区平野町３丁目４番２号  1,953  5.95

森組取引先持株会 大阪市中央区道修町４丁目５番17号  1,466  4.47

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号  1,290  3.93

㈱りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号  1,190  3.63

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号  1,071  3.27

㈱みなと銀行 神戸市中央区三宮町２丁目１番１号  750  2.29

今井 修 大阪市平野区  749  2.28

㈱近畿大阪銀行  大阪市中央区城見１丁目４番27号  678  2.07

計 －  21,682  66.10

（７）【議決権の状況】

  平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    43,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   32,671,000  32,671 － 

単元未満株式 普通株式       86,000 － － 

発行済株式総数  32,800,000 － － 

総株主の議決権 －  32,671 － 

  平成25年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 

 ㈱森組 

大阪市中央区道修町 

４丁目５番17号 
 43,000  －  43,000  0.13

計 －  43,000  －  43,000  0.13

２【役員の状況】

－6－



１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成25年７月１日から平成25

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第４【経理の状況】

－7－



１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成25年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成25年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,621 5,141

受取手形・完成工事未収入金等 ※1  8,845 8,286

未成工事支出金 100 55

たな卸不動産 553 554

商品及び製品 112 97

仕掛品 0 0

材料貯蔵品 110 106

その他 448 594

貸倒引当金 △216 △216

流動資産合計 14,577 14,620

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 1,050 1,050

機械、運搬具及び工具器具備品 1,799 1,817

土地 1,557 1,557

リース資産 106 124

建設仮勘定 3 －

減価償却累計額 △2,025 △2,068

有形固定資産合計 2,492 2,482

無形固定資産 319 297

投資その他の資産   

投資有価証券 393 400

長期貸付金 73 64

長期営業外未収入金 331 59

破産更生債権等 3 4

その他 383 369

貸倒引当金 △353 △72

投資その他の資産合計 832 826

固定資産合計 3,644 3,605

資産合計 18,222 18,226
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成25年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成25年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 6,315 6,409

短期借入金 4,607 4,682

未成工事受入金 1,829 1,716

前受金 2 2

完成工事補償引当金 26 57

工事損失引当金 179 164

賞与引当金 53 57

その他 714 446

流動負債合計 13,728 13,537

固定負債   

長期借入金 75 37

退職給付引当金 975 967

その他 40 272

固定負債合計 1,090 1,277

負債合計 14,818 14,814

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,640 1,640

資本剰余金 202 202

利益剰余金 1,550 1,552

自己株式 △3 △3

株主資本合計 3,389 3,390

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 14 21

評価・換算差額等合計 14 21

純資産合計 3,403 3,411

負債純資産合計 18,222 18,226
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

売上高   

完成工事高 14,584 12,742

不動産事業売上高 18 18

その他の事業売上高 340 335

売上高合計 14,943 13,096

売上原価   

完成工事原価 13,748 12,061

不動産事業売上原価 13 15

その他の事業売上原価 311 298

売上原価合計 14,073 12,375

売上総利益   

完成工事総利益 835 681

不動産事業総利益 5 3

その他の事業総利益 29 37

売上総利益合計 870 721

販売費及び一般管理費 ※1  587 ※1  631

営業利益 282 89

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 5 5

受取事務手数料 2 2

雑収入 3 3

営業外収益合計 13 14

営業外費用   

支払利息 53 49

雑支出 3 5

営業外費用合計 56 55

経常利益 239 49

税引前四半期純利益 239 49

法人税、住民税及び事業税 34 47

法人税等合計 34 47

四半期純利益 205 1
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 239 49

減価償却費 51 78

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △280

工事損失引当金の増減額（△は減少） △68 △15

退職給付引当金の増減額（△は減少） 22 △8

受取利息及び受取配当金 △7 △8

支払利息 53 49

売上債権の増減額（△は増加） 1,716 559

長期営業外未収入金の増減額（△は増加） 5 272

破産更生債権等の増減額（△は増加） － △0

たな卸不動産の増減額（△は増加） 0 2

未成工事支出金の増減額（△は増加） △24 44

未成工事受入金の増減額（△は減少） 286 △113

仕入債務の増減額（△は減少） △2,608 100

その他 84 △358

小計 △252 372

利息及び配当金の受取額 6 6

利息の支払額 △54 △62

法人税等の支払額 △32 △69

営業活動によるキャッシュ・フロー △333 246

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △11 △25

有形固定資産の売却による収入 24 0

無形固定資産の取得による支出 △0 －

投資有価証券の取得による支出 △0 △1

貸付けによる支出 △1 △0

貸付金の回収による収入 6 9

その他 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 16 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △810 100

長期借入金の返済による支出 △50 △62

セール・アンド・リースバックによる収入 － 296

リース債務の返済による支出 △14 △43

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △874 290

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,191 519

現金及び現金同等物の期首残高 4,420 4,621

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  3,228 ※1  5,141

－11－



該当事項はありません。 

  

※１．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前事業年度末

日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が前事業年度末日残高に含まれております。   

 ２．保証債務 

 下記の会社の分譲マンション販売に係る手付金等受領額に対して、信用保証会社へ保証を行っております。

  

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。 

  

【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（四半期貸借対照表関係）

  
前事業年度

（平成25年３月31日） 
当第２四半期会計期間
（平成25年９月30日） 

受取手形 百万円 6 百万円 －

前事業年度 
（平成25年３月31日） 

当第２四半期会計期間 
（平成25年９月30日） 

昭和住宅㈱ 百万円 177 昭和住宅㈱ 百万円 219

㈱ホームズ   98 ㈱ホームズ  120

ベルエステート㈱   24 ダイア建設㈱   112

㈱ワールド・エステート   20 ベルエステート㈱   42

リスト㈱   13        

計  334 計  493

（四半期損益計算書関係）

  
前第２四半期累計期間

（自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日） 

当第２四半期累計期間
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日） 

従業員給料手当 百万円 228 百万円 243

退職給付費用  23  18

賞与引当金繰入額  15  12

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第２四半期累計期間

（自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日） 

当第２四半期累計期間
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日） 

現金預金勘定 百万円 3,228 百万円 5,141

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  －  －

現金及び現金同等物  3,228  5,141
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Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日） 

配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                  （単位：百万円） 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項） 

                             （単位：百万円） 

  
    （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

      

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

   該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

（持分法損益等）

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  
報告セグメント

建設事業 不動産事業 砕石事業 計 

売上高         

 外部顧客への売上高  14,584  18  340  14,943

 セグメント間の内部売上高 

 又は振替高 
 －  －  2  2

計  14,584  18  342  14,946

 セグメント利益又は損失（△）  553  △5  21  569

利益 金額 

 報告セグメント計  569

 全社費用（注）  △287

 四半期損益計算書の営業利益  282
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Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                  （単位：百万円） 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項） 

                             （単位：百万円） 

  
    （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

      

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

   該当事項はありません。 

  

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

     （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  
報告セグメント

建設事業 不動産事業 砕石事業 計 

売上高         

 外部顧客への売上高  12,742  18  335  13,096

 セグメント間の内部売上高 

 又は振替高 
 －  －  0  0

計  12,742  18  336  13,097

 セグメント利益又は損失（△）  434  △22  23  435

利益 金額 

 報告セグメント計  435

 全社費用（注）  △345

 四半期損益計算書の営業利益  89

（１株当たり情報）

  
前第２四半期累計期間

（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

当第２四半期累計期間
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日） 

 １株当たり四半期純利益 円 銭 6 26 円 銭 0 05

（算定上の基礎）     

四半期純利益（百万円）  205  1

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  205  1

普通株式の期中平均株式数（千株）  32,757  32,757

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社森組の

平成25年4月1日から平成26年3月31日までの第81期事業年度の第２四半期会計期間（平成25年7月1日から平成25年9月30日

まで）及び第２四半期累計期間（平成25年4月1日から平成25年9月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期

貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社森組の平成25年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年11月14日

株式会社 森 組 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 脇田 勝裕  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 小林 礼治  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 桃原 一也  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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